
 

 

 

チャレンジ  

 

 

「ご利用いただける方」の条件を満たす中小企業者又は組合のうち、次のいずれかの事業を行う方（各事業の詳

細は【別表】） 

１ 公的機関の認定・認証・登録等を受けて実施する事業 

２ 東京都等の助成金の交付決定を受けた事業 

３ 平成 31 年（2019 年）度において東京都が重点的支援を行う事業等  

融 資 条 件 

資金使途 運転資金・設備資金 

融資限度額 1 億円 （組合 2億円） 

融資期間 10年以内（据置期間2年以内を含む。） 

融資利率（年率） 

責任共有制度の 

対象となる場合 

固定金利 

3 年以内 1.7％以内 

3 年超 5年以内 1.8％以内 

5 年超 7年以内 2.0％以内 

7 年超 2.2％以内 

変動金利 「短プラ＋0.４％」以内 

責任共有制度の 

対象外となる場合 

固定金利 

3 年以内 1.5％以内 

3 年超 5年以内 1.6％以内 

5 年超 7年以内 1.8％以内 

7 年超 2.0％以内 

変動金利 「短プラ＋0.２％」以内 

経営革新計画（【別表】１（１）ア）に係る中小企業診断士の実施フォローアップを受けた

方、又は事業継続計画（BCP）の策定・実施（【別表】３（３））に係る商工会議所・

商工会、東京都中小企業団体中央会又は公益財団法人東京都中小企業振興公社によ

る支援を受け、その証明を受けた方は、上記の金利から 0.2%優遇します。 

返済方法 
分割返済（元金据置期間は 2 年以内）。ただし、融資期間が 1 年以内の場合は一括返

済とすることができます。 

融資形式 証書貸付。ただし、融資期間が 1年以内の場合は手形貸付とすることができます。 

 

 

 

 

新製品の開発、事業の多角化・転換を行いたい方に 

 

特徴 

産業力強化融資 

 ご利用いただける方 

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/chushou/kinyu/yuushi/yuushi/jyouken/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要書類 
 
 
 
 

・「共通書類」 

・ 「チャレンジ」事業計画書 

・ 融資対象であることが確認できる資料の写し（「法に基づく申請書及び認定書」、「特許・

意匠権の出願申請及び特許公報」、「認証保育所認証書」、「認定・認証・登録書」、「助

成金の申請書及び交付決定」等）。ただし、次の確認資料は、様式に定める「確認申請

書」 

  【別表１（１）ア 】 経営革新計画に係る中小企業診断士の実施フォローアップを受け

た方 

・ 「公社助成金つなぎ」の場合、「公社助成金つなぎ」申請書 

事業多角化・転換 
別表３（２）の
場合 

・ 「共通書類」 

・ 事業多角化・事業転換計画書 

事業継続計画 
別表３（３）の
場合 

・ 「共通書類」 

・ チャレンジ（事業継続計画（BCP））申込書 

・ 事業継続計画（BCP）の策定・実施に係る商工会議所・商工会、

東京都中小企業団体中央会又は公益財団法人東京都中小企業

振興公社の支援を受けた場合、事業継続計画（BCP）の策定・実

施に係る支援内容証明申請書 

耐震補強 

別表３（４）の

場合 

・ 「共通書類」 

・ 工事見積書 

・ 確認申請書（チャレンジ・耐震補強） 
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【 別表 】 「チャレンジ」を利用できる事業一覧 

１ 

公
的
機
関
の
認
定･

認
証･

登
録
等
を 

 

受
け
て
実
施
す
る
事
業 

(１)  ア 「中小企業等経営強化法」（平成 11 年法律第 18 号）（注１） 

法
に
基
づ

く
も
の 

イ 「中心市街地の活性化に関する法律」（平成 10 年法律第 92 号） 

ウ 「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」（平成 18 年法律第 33 号） 

(２) ア 「東京都認証保育所事業実施要綱」の認証を受けた保育事業 

東
京
都
の
認
定
等
に
基
づ
く
も
の 

イ 事業可能性評価事業（ただし、継続支援の期間中のものに限る。） 

ウ 東京都障害者雇用優良企業登録事業 

エ 障害者雇用促進支援事業 

オ 東京における地区物流効率化認定制度 

カ 伝統工芸品産業振興事業 

キ 中小企業活力向上プロジェクトの「成長アシストコース」及び中小企業活力向上プロジェクトネクストの「アシストコ

ース」による支援を受けた企業（ただし、事業計画書を策定し、修了の証明を受けているものに限る。） 

ク 「中小企業世界発信プロジェクト」マーケットサポート支援事業 

ケ 中小企業ニューマーケット開拓支援事業 

コ 世界発信コンペティションにおいて表彰を受けた企業（ただし、表彰後 3年以内のものに限る。） 

サ 中小企業新サービス創出事業（ただし、継続支援の期間中のものに限る。） 

シ 生産性向上支援事業 

２ 

東
京
都
等
の
助
成
金
の

交
付
決
定
を
受
け
た
事

業
（
注
２
） 

（１） 中小企業経営・技術活性化支援事業 

（２） 商店街チャレンジ戦略支援事業 

（３） 研究開発等の支援のためにその他公的機関の助成金の交付決定を受けた事業（注３） 

（４） 中小企業における危機管理対策促進事業 

（５） 受注型中小企業競争力強化支援事業 

（６） 商店街空き店舗活用事業 

３ 
平
成
31

年
（2

0
1
9

年
）
度
に
お

い
て
東
京
都
が
重
点
的
支
援
を
行

う
事
業
等 

（１） 東京における産業廃棄物処理業者の適正処理・資源化の取組に係る優良性基準適合制度の認定を受けた事業

者が、環境配慮に資する設備等の導入を図るもの 

（２） 事業の多角化・転換を行うもので、適当と認められた事業（注４） 

（３） 事業継続計画（BCP）の策定・実施を行うもの 

（４） 宿泊業活性化対策事業にて交付を受けた補助金又は東京都宿泊施設耐震診断補助金により耐震診断を受けた

中小企業者等であって、診断結果に基づき耐震補強工事を図る方（注５） 

（５） 上記に準じるその他の取組で適当と認められたもの 

 ア 環境、福祉、防災、防犯、安全を目的とした設備導入・設備改善等 

 イ 新技術・新製品・新サービスの開発や事業化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


